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図面番号 図面番号

1 NON 1 NON

2 NON 2 1/100

3 1/200

4 1/100

5 1/100

6 1/5,15

7 1/15

8 1/15

9 1/20

改修工事特記仕様書（2）

濠水浄化施設　汚泥処理設備　平面図

濠水浄化施設　汚泥処理設備　電気設備特記仕様書改修工事特記仕様書（1）

濠水浄化施設　汚泥処理設備　立面図

濠水浄化施設　汚泥処理設備　シャッター廻り詳細図（1）

濠水浄化施設　汚泥処理設備　全体配置図

濠水浄化施設　汚泥処理設備　電灯設備　平面図

濠水浄化施設　汚泥処理設備　建具（AW5）改修図

濠水浄化施設　汚泥処理設備　シャッター廻り詳細図（3）

濠水浄化施設　汚泥処理設備　シャッター廻り詳細図（2）

皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務　図面目録（建築）

名　　　　　　称 縮　　尺 名　　　　　　称 縮　　尺



シート防水

る工法とする。

　　　　　散が極めて少ないものとする。

ものとする。

　・要　　　・不要

電気工作物の保安の業務を行うものとする。

　工事現場におく電気保安技術者は、電気事業法に基づく電気主任技術者の職務を補佐し、
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役物は本体製造所の仕様に

コーナー部、突当り部等の

る。

間隔は図示によ

※固定方法及び

　（　　　　）

備　考固定間隔表面処理種　類

※せっこうボード（※9.5　・　　　　）

・合板（※9.0　・　　　　） 厚さ　 mm

仕上材（厚さ　mm）

※片面フラッシュ程度　・

※合板張り程度　・

・あり

※なし

・片面

※なし

塗　装充填材

仮設扉

※C種

・B種

・A種

・鋼製扉

※木製扉

　単管下地

・木下地

※軽量鉄骨

防炎シート

下　地種　別

2

［3.3.2､3］［表3.1.1］［表3.3.3～10］

［2.4.1］

［3.9.3］

［3.9.2］［表3.9.1］

［3.8.3］

［3.8.2､3］［表3.8.4､5］

［3.8.2］［表3.8.1］

［3.5.2､3］［表3.1.1］［表3.5.1］

［3.5.4］

［3.5.3］

［3.6.2､3］［表3.1.1］［表3.6.1］

［3.6.3］

［3.3.3］［3.4.3］［3.5.3］［3.6.3］

［3.7.2］［表3.7.1］

［3.1.4］［表3.1.2］

［2.3.2］［表2.3.1］

［2.3.1］

［2.2.1］［表2.2.2］

［2.2.1］［表2.2.1］

［2.2.1］

［1.8.1～3］［表1.8.1］

［1.3.8］

［1.3.5］

［1.3.3］

［1.1.4］

［3.4.2､3］［表3.1.1］［表3.4.1～3］

［3.3.2］

［3.3.2］

［3.2.2］［3.3.2］

［1.6.9］

［1.6.2］

［1.2.2］

   ※配管用鋼管

目地処理　PCコンクリートの場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

脱気装置　　・設ける　・設けない

５

ルーフィング

合成高分子系

・SⅠ－M3

・SⅠ－M1  ・SⅠ－M2

・SⅠ－F1　・SⅠ－F2

・M4SⅠ工法

・S3SⅠ工法

・S－M1  　・S－M2

・S－M1  　・S－M2

・S－F1　　・S－F2

・M4S工法

・S3S工法

・S4S工法

・P0S工法

・カラー

・シルバー ※非歩行

使用分類仕上げ塗料塗り新規防水層の種別防水改修工法の種類

シーリング材の種類　　　※下表以外は、改修標仕表3.7.1による

　・拡幅シーリング再充填工法　・ブリッジ工法

　・シーリング充填工法　　　　・シーリング再充填工法　　　　

シーリング改修工法の種類　　

シーリング材の種類（記号）施工箇所

８ シーリング

折板葺１１

板材折曲げ形の笠木の取付方法　　※図示　　・

アルミニウム製笠木１０

   ※図示　・標仕13.5.3（d）

たてどい受金物の取付け

といの掃除口　　※あり（図示）　　・なし

   防露材のホルムアルデヒド放散量　　※規制対象外　　・第三種

   ※行う（施工箇所　※改修標仕表3.8.5による　　・　　　　　　　　　　　　　）

鋼管製といの防露巻き

といの材種とい９

m 当たり1箇所

・立上り部脱気型

・平場部脱気型
（　　）

・ステンレス鋼　・銅

・合成ゴム　　　・塩化ビニル樹脂

・ステンレス鋼　　　　・鋳鉄

・ポリエチレン樹脂　　・ABS樹脂

設置数量材　質種　類

脱気装置７

脱気装置　　※設けない　・設ける

・カラー

・シルバー

・X－1　※X－2

※X－1　・X－2

仕上げ塗料塗り新規防水層の種別 施工箇所防水改修工法の種類

・L4X工法

・P0X工法

塗膜防水６

　・乾式保護材　　※押出成形セメント板（厚さ15mm）　　・

断熱工法の断熱材

　・れんが　　　　※JIS R 1250によるもの

・M3ASⅠ工法

・M4AS工法

・P1BⅠ工法 ・T1BⅠ工法

・保全に関する資料　提出部数  ※2部　・　　部

※施工図　　　　　　提出部数　※1部　・　　部

※施工計画書　　　　提出部数　※1部　・　　部

　　　　　　　　　及び計画書とする。

　　　種類　　　※改修標仕表1.8.1による。ただし、種類は当該工事で該当する図面、表

　※作成する

　・既存図面修正

・完成図

設備機器の位置、取合い等が検討できる施工図を提出して、監督職員の承諾を受ける。

※図示　・設計ＧＬ

設備工事との取合い

完成時の提出図書

１５

１４

１３

M3AS、P0AS、M3ASⅠ、M4ASⅠ及びP0ASⅠの脱気装置

・ASⅠ－1　・ASⅠ－2

・P0ASⅠ工法

・M4ASⅠ工法

・AS－4　・AS－5　・AS－6

・AS－1　・AS－2　・AS－3

・P0AS工法

・M3AS工法

厚さ（mm）新規防水層の種別 施工箇所防水改修工法の種類

４

シート防水

改質アスファルト

立上り部の保護材

　※押出法ポリスチレンフォーム3種bスキン層付き　　厚さ（mm）　※25　・

アスファルトの種類　　※3種　・4種

（保護層は図示による）

・E－1　　※E－2

・D－1　　※D－2

・C－1　　※C－2

・A－1　　※A－2

・AⅠ－1　※AⅠ－2

・P1E工法　 ・P2E工法

・M3D工法   ・P0D工法

・M4C工法

・P2A工法

・P2AⅠ工法

屋内

防水

・BⅠ－1　※BⅠ－2

・B－1　　※B－2・P1B工法

防水改修工法の種類 施工箇所新規防水層の種別

アスファルト防水３

構内既存の施設　　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）工事用電力６

構内既存の施設　　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）工事用水５

※設ける監督職員事務所４

仮設間仕切り等の種別仮設間仕切り３

固定家具等の移動　　※行わない　　　　・行う（図示）

既存家具等の養生　　※ビニルシート等　・

既存部分の養生　　　※ビニルシート等　・既存部分の養生２

材料、撤去材等の運搬方法　　・A種　※B種　・C種　・D種　・E種

　　　　　防護シート　　※設置する　・設置しない

　　　　　種別　　※A種　・B種　・C種　・D種外部足場

内部足場　種別　　※きゃたつ、足場板等　・足場その他１

　改修標仕及び標仕に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定す

　測定箇所数　　　・図示     ・

　測定対象室　　　・図示     ・

　報告の様式等については、現場説明書による。

　測定はパッシブ型採取機器により行う。

　施工完了時に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、ス

・ビル用サッシ工事作業　・ガラス工事作業

・アスファルト防水工事作業　・ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

・アクリルゴム系塗膜防水工事作業　・合成ゴム系シート防水工事作業

・塩化ビニル系シート防水工事作業　・セメント系防水工事作業

・左官作業　・タイル張り作業　・建築塗装作業

・プラスチック系床仕上げ工事作業　・カーペット系床仕上げ作業

・ボード仕上げ工事作業　・壁装作業　・大工工事作業

・鋼製下地工事作業　・左官作業　・タイル張り作業

・建築塗装作業

・鉄筋組立作業　・型枠工事作業　・コンクリート圧送工事作業

・コンクリートブロック工事作業

・石張り作業

・造園工事作業

技能検定作業

　本工事に使用する材料は、設計図書に定める所要の品質及び性能を有するものとし、JIS

又はJASのマーク表示のない材料及びその製造者等は、次の（１）～（６）の事項を満たす

　なお、これらの材料を使用する場合は、設計図書に定める品質及び性能を有することの証

明となる資料又は外部機関（（社）公共建築協会等）が発行する「建築材料・設備機材等品

質性能評価事業」の評価書等の写しを、監督職員に提出して承諾を受けるものとする。ただ

　また、備考欄に商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同

　（６）販売、保守等の営業体制が整えられていること

　（５）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること

　（４）法令等で定める許可、認可、認定、免許等を取得していること

　（３）安定的な供給が可能であること

　（２）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること

　（１）品質及び性能に関する試験データが整備されていること

　　本工事の建物内部に使用する材料等は、設計図書に定める所要の品質及び性能を有するも

・建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修　平成22年版）

・工事写真の撮り方（改訂第2版）建築編（建設大臣官房官庁営繕部監修）

　・積雪区分　平12建告第1455号　別表（　　）

　※地表面粗度区分　　・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ

　※風速　V ＝（　34　）m/s（平12建告第1454号第2）

・建築基準法に基づく風圧区分等を必要とする場合は次による。

　　　　　い難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン及びエチ

　　　　　他の什器等は、ホルムアルデヒドを放散させないか、放散が極めて少ないものと

　　（５）（１）、（３）及び（４）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その

　　（４）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンを放散させな

　　（３）接着剤はフタル酸ジ－n－ブチル及びフタル酸ジ－2－エチルヘキシルを含有しな

　　　　　クルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上塗材及び壁紙は、ホルムア

　　（１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティ

　　（２）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散させないか、放

　　また、設計図書に定める「ホルムアルデヒド放散量」は、次のとおりとする。

防
水
改
修
工
事

３

２

仮
設
工
事

特　　記　　事　　項

　　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成28年版）」（以下「標仕｣ とい

　　書（建築工事編）（平成28年版）」（以下｢改修標仕｣という。）により、また、改修標仕に記載されていない事項は、

　　　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕様

　　（４）特記事項に記載の（　． ．）内表示番号は、標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　　（３）特記事項に記載の［  ． ．］内表示番号は、改修標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　　（２）特記事項は、　 印の付いたものを適用する。

　　（１）項目は、番号に　 印の付いたものを適用する。

特別な材料の工法９

化学物質の濃度測定１２

技能士１１

　着工前の測定　　・行う

チレンの濃度を測定し、報告する。

植栽工事

石工事

コンクリートブロッ

耐震改修工事

塗装改修工事

内装改修工事

建具改修工事

外壁改修工事

防水改修工事

適用工事種別

品質計画等３

工事実績情報の登録２

適用基準等１

材料の品質等８

発生材の処理等６

施工条件５

電気保安技術者４

環境への配慮７

等品を使用する場合は、監督職員の承諾を受ける。

　のとし、次の（１）から（５）を満たすものとする。

・建築物解体工事共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　平成18年版）

・

※適用する

　　　　　ルベンゼンを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

　　　　　いか、放散が極めて少ないものとする。

　　　　　ルデヒドを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

一
般
共
通
事
項

１

章 項　　目

Ⅱ　建築改修工事仕様

１．共通仕様

２．特記仕様

９　環境配慮改修工事

　　耐震改修工事

８　耐震改修範囲以外の躯体改修工事

７　塗装改修工事

５　建具改修工事

　　外壁改修工事

　　外壁改修工事

４　外壁改修工事

　　塗り仕上げ外壁

　　タイル張り仕上げ外壁

　　モルタル塗り仕上げ外壁

　　コンクリート打放し仕上げ外壁

６　内装改修工事

　　外壁改修工事

３　防水改修工事

２　仮設工事

工事項目

工事種目

　　・「３．工事種目」のうち各工事項目における工事範囲は下記表のとおりとする。ただし、その他の工事種目はすべ

　　※「３．工事種目」すべてを工事範囲とする。

５．工事範囲

仕 様 書

Ⅰ　工事概要

３．工事種目

２．敷地面積

１．工事場所

４．工事内容

改修工事設計図

　　う。）による。

し、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は、この限りでない。

・改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業

・FRP防水工事作業

・左官作業　・内外装板金作業

・自動ドア施工作業

・エーエルシーパネル工事作業ク・ALCパネル工事

・シーリング防水工事作業

　 ・

・

　　 　　  　印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

　　　　　　印と　 印の付いた場合は、ともに適用する。

・

・

※

Ｇ

平成　　年　　月（全　　　枚）

　　　て今回工事範囲とする。

・

0

下記以外は現場説明書による。

　・工事用車両の駐車場所　　　　※図示　・

　・資機材置場　　　　　　　　　※図示　・

　・建設発生土仮置場　　　　　　※図示　・

　・　　　　　　　　　　　　　　※図示　・

　・特別管理産業廃棄物　　　　　　（・廃石綿　・PCB含有物　・　　　　 　）

　・発注者に引渡しを要するもの　　（・金属類　・　　　　　　　　　　　  ）

　・現場において再利用を図るもの　（　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

　・再資源化を図るもの　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

［1.3.8］

［1.3.8］

［1.3.8］

　・PCB含有シーリング材の処理

　　・第一次判定：現場にてサンプルを採取し、シーリング材種及び分析の要否を判定する。

　　　　採取箇所数　　計（　　　）箇所

　　　　採取箇所　　　※図示　・

　　・第二次判定：専門分析機関にてPCB含有量の分析を行う。

　　　　分析個数　　　計（　　　）箇所

　　・除去処理工事

　　　　除去範囲　　　※図示　・

［1.4.1］化学物質を放散させる建築材料等

　　　　　する。

　　　規制対象外  ① JIS及びJASのF☆☆☆☆規格品

 ③ 下記表示のあるJAS規格品

　ａ．接着剤等不使用

　ｂ．非ホルムアルデヒド系接着剤使用

　ｃ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

　ｄ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

　ｅ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

　ｆ．ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

　　　第三種  ① JIS及びJASのF☆☆☆規格品

 ② 建築基準法施行令第20条の7第3項による国土交通大臣

 ② 建築基準法施行令第20条の7第4項による国土交通大臣

ホルムアルデヒド放散量 該当する材料

 　 認定品

 　 　 放散しない材料使用

 　 　 放散しない塗料使用

 　 　 放散しない塗料等使用

 　 認定品

［1.4.2］

［1.5.2］施工数量調査１０ 調査範囲及び調査方法　　※図示

［1.5.3］既存部分の破壊を行った場合の補修方法　　※図示　・

・構造物鉄工作業　・とび作業　

　　　提出部数   ※各2部   ・　　部（A3版第二原図及び電子媒体（CD-R））

・設けない

　・既存建物内の一部を使用する

　・構内に新設する（規模及び仕上げの程度は現場説明書による）

［3.2.3］既存防水層の処理１ 既存保護層（平場）の撤去　　・行う（範囲　・図示　・　　　　　　　　　　）

既存防水層（平場）の撤去　　・行う（範囲　・図示　・　　　　　　　　　　） ［3.2.4］

［3.2.6］

立上り部の防水層撤去

露出防水層表面の仕上げ塗装除去

　・行う（・M4AS　・M4ASⅠ　・M4C　・M4DⅠ　・L4X）

［3.2.2］既存下地の補修２ アスファルト補修の材料　　※JIS K 2207による3種　・

既存下地の補修箇所、範囲、数量等　　※図示　・ ［3.2.6］

・P0DⅠ工法 ・M3DⅠ工法

・S－F1　　・S－F2

・S－M3

・S－M3

2m 当たり1箇所（　　）

Ｇ   ・硬質塩化ビニル管（・VP　・RF-VP　  ）

（2）による

ルーフドレン

・ろく屋根用（・たて形　・横形）

種　別

・バルコニー中継用

・バルコニー用

施工箇所

よる。

・かん合形

・はぜ締め形

形　式

※塗装溶融55％アル※重ね形

軒先面戸板 断熱材 耐火性能形状（mm） 材料（規格等）

　ミニウム－亜鉛合金

　めっき鋼板及び鋼帯

　（CGLCCR－20－

山高（　　　）

山ピッチ

　（　　　　）

板厚

  ※0.6 ・0.8

※あり

・なし

※あり

　種別

※30分

・なし

  （　　　  ）

  （　　　  ）mm

　厚さ

　AZ150）

  （　　　  ）時間

　防火性能

・DⅠ－1　※DⅠ－2

［3.8.3］［表3.8.1］

（13.3.2､3）（表13.2.1）

Ｇ　　（６）　印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。

　　（５）特記事項に記載の（別2-　．）は、標仕の｢別図2　ボルト間隔等及び溶接継手の開先形状｣の該当項目を示す。

　・行う（・P0S(機械)　・P0SⅠ(機械)　・M4S　・M4SⅠ

［表3.1.1］

　　　　　・S4S(機械)　・S4SⅠ(機械)）

改修用ドレン

　・設ける（・P0AS　・P0ASⅠ　・P0D　・P0DⅠ　・P0S　・P0SⅠ　・P0X）

保
護
防
水

露
出
防
水

・M4DⅠ工法

［3.3.3］M3D、P0D、P0DⅠ、M3DⅠ及びM4DⅠ工法の脱気装置　　※設ける　・設けない

　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚さ（mm）　・

　　　　　　　　　・市販品のれんが又は市販品のれんが形コンクリートブロック

　　　　　　　　　　（見え隠れ部分）

　・コンクリート

M3ASⅠ、M4ASⅠ及びP0ASⅠ工法の防湿層　　・設ける　・設けない ［表3.4.3］

　※設けない　・設ける

［3.4.3］

施工箇所

・SⅠ－M1  ・SⅠ－M2

・SⅠ－F1　・SⅠ－F2

・S4SⅠ工法

・P0SⅠ工法

・SⅠ－M3

接着性試験　　※簡易接着性試験　・引張接着性試験（部位：　　　　　　　　）

　　　　　　　エッジング材張り　　　　・適用する

ブリッジ工法　ボンドブレーカー張り　　・適用する ［3.7.7］

［3.7.8］

・なし

事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所 〔A3: - 〕

縮

尺

図

番
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A-1
**特記仕様書（その1）

-

図　示



［5.11.2､3］

　

１４ オーバーヘッドドア

・ファイバーグラスタイプ

・アルミニウムタイプ

※スチールタイプ

セクション材料

　（SUS304）

・ステンレス鋼板

※溶融亜鉛めっき鋼板

・バーチカル形

・ハイリフト形

・ローヘッド形

・スタンダード形

・電動式

・チェーン式

※バランス式

ガイドレールの材質収納形式開閉方式

耐風圧性能（　　　）N/m2

2

2

重量シャッター１２

2

［5.9.2］

［5.9.2］

［5.10.2］［表5.10.1］

［5.10.3］

［5.10.4］

［表5.10.2］

［5.9.2］

開閉機能　　　　※上部電動式（手動併用）　・上部手動式

開閉形式　　　　※手動式　　　・上部電動式（手動併用）

ガイドレール等　※鋼板製　・ステンレス製SUS304（厚さ1.5mm）

耐風圧性能（　　　）N/m

一般重量シャッターのシャッターケース　　※設ける　・設けない

スラット　材質　※JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）

　　　　　形状　※インターロッキング形　・オーバーラッピング形

・一般重量シャッター

・外壁用防火シャッター

・屋内用防火シャッター

・屋内用防煙シャッター

シャッターの種類

耐風圧性能（　　　）N/m

耐風圧性能（ 1350 ）N/m

１３ 軽量シャッター

危害防止機構　　※障害物感知装置 （自動閉鎖型）

［5.9.2］［表5.9.1］

　　　　　　　　　又はJIS G 3318（塗装溶融亜鉛-5%アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯）

（16.6.2）

（表16.6.3）

（16.6.2）

建
具
改
修
工
事

５

［5.6.4］

［5.8.2］

［5.3.2］［表5.3.1］

［5.4.2］

［5.5.4］

［5.5.5］

［5.3.2］［表5.3.1］

［5.7.2､3］［表5.7.1～3］

［5.2.4］［表5.2.2］

［5.2.3］

［5.1.5］

［5.2.2］［表5.2.1］

［5.1.3］

自閉式上吊り引戸装置

　　　　・ 製造所標準仕様による

１１

木製建具８

　※規制対象外　　・第三種

建具用金物９

かまち戸の樹種　　かまち（　　　　　　　　）　　鏡板（　　　　　　　　　　）

ふすまの上張り

建物内部の木製建具に使用する表面材（合板）及び接着剤のホルムアルデヒド放散量

　マスターキー　　※製作する　・製作しない

性能　　※ 改修標仕5.8.3による

鋼製建具５

鋼製軽量建具６ 簡易気密型ドアセットの適用は建具表による

ステンレス製建具７

表面仕上げ　　※HL 　・鏡面　・

曲げ加工　　　※普通曲げ　　・角出し曲げ（補強あり）

簡易気密型ドアセットの適用は建具表による

外部に面する建具の耐風圧性の適用は建具表による

自動ドア開閉装置１０

・凍結防止措置（適用箇所は建具表による）

表面処理

　  ※B－1種　　・B－2種（・ブラウン系　・ブラック　・ステンカラー）

　屋内建具

　形式　　　　　　※外部可動式　・固定式

網戸

　防虫網の材種　　※合成樹脂製　・ガラス繊維入り合成樹脂製　・ステンレス製（SUS316）

外部に面する建具の耐風圧性の適用は建具表による

簡易気密型ドアセットの適用は建具表による

※図示

耐風圧性 気密性 水密性 施工箇所

・A種

・B種

・C種

S－4

S－5

S－6

※A－3

・   

　A－4

・

　W－5

・  

枠見込み（mm）

　100

※70

改修工法１

見本の製作等２

アルミニウム製建具４

　外部に面する建具

種　別

適用箇所

・特殊な建具の仮組（建具符号：　　　　　　　　　　　　　　）

かぶせ工法 撤去工法

・外部

・

・内部

・鋼製建具

・鋼製軽量建具

・ステンレス製建具

建具の種類

・アルミニウム製建具

・

・

・

・

・

・

・

・

・

※建具表による　　・図示

※建具表による　　・図示

※建具表による　　・図示

※建具表による　　・図示

※建具表による　　・図示

［5.1.7］防犯建物部品３ ・適用する（適用箇所は建具表による）

※W－4

　防音ドアセット、防音サッシ　　・適用する　遮音性の等級（　　　）

　断熱ドアセット、断熱サッシ　　・適用する　断熱性の等級（　　　）

　耐震ドアセット　　　　　　　　・適用する　面内変形追随性の等級（　　　）

　　※C－1種　　・C－2種（・ブラウン系　・ブラック　・ステンカラー）

　※新鳥の子又はビニル紙程度（押入等の裏面は除く）　　・鳥の子

鍵

　市販品

　形式　　・30組用　・60組用　・120組用　・

鍵箱 ［5.6.4］

センサーの種類ドアの種類

※スライデイングドア

・スイングドア

・マットスイッチ　　※光線（反射）スイッチ

・熱線スイッチ　　　・音波スイッチ

・光電スイッチ　　　・電波スイッチ

　種類　・SSLD-1　・SSLD-2

　　　　・DSLD-1　・DSLD-2

　種類　・SWD-1　 ・SWD-2

・タッチスイッチ　　・押しボタンスイッチ

・ペダルスイッチ　　・多機能便所スイッチ

　　　　・ 製造所標準仕様による

材料　　※ SUS304、アルミニウム製等防錆性能を有するもの

性能等級等

　外部に面する建具

［5.3.2］［表5.2.1］

［5.3.2］［表5.2.1］

［5.7.3］

［5.8.3］［表5.8.1］

　　　　　　　　・鋼板

性　能

事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所 〔A3: - 〕

縮
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図
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A-2
**特記仕様書（その2）

-

耐風形

入熱、パス間温度の

溶接条件

２ 鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件

　※鉄骨溶接基準図による　　・

鉄骨製作工場 鉄骨製作工場の加工能力 ［8.1.5］８-５

鉄
骨
工
事

１

　※建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　  (株)日本鉄骨評価センター又は(社)全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に

　　定める（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力の

　　ある工場

　・監督職員の承諾する工場

施工管理技術者３ ※適用する　・適用しない ［8.1.5］［8.14.2］

鋼材４ 鋼材の材質等 ［8.2.4］［8.2.7］［表8.2.5］

種類の記号 適用箇所 規格等

※JISによる　・

※JISによる　・

※JISによる　・

高力ボルト５ ボルトの区分 ［8.2.8］

　※トルシア形高力ボルト

　・JIS形高力ボルト

すべり係数試験 ［8.13.2］

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 ［8.1.6］（別2-1.1～1.3）

　※行わない　　　・行う　（試験方法等：　　　　　　　　　　　）

溶融亜鉛めっき６

摩擦面の処理

　※ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　　　すべり耐力等の確認方法　　※すべり耐力試験方法等　　・図示

　・りん酸塩処理

高力ボルト

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 ［8.2.8］［8.1.6］（別2-1.1～1.3）

（7.12.4）

普通ボルト７ ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等 （7.2.3）［8.1.6］（別2-1.1～1.3）

アンカーボルト８ アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別 （7.10.3）（表7.10.1）

　・構造用　　（※図示　　・　　　　　）

　・建方用　　（・A種　※B種　・C種  ）

柱底均しモルタルの工法の種別

　※A種　・B種

（7.10.3）（表7.10.2）

鉄骨工作仮組９ ・行う　　※行わない

溶接接合１０ 開先の形状　　※鉄骨溶接基準図による　・ [8.14.4]（別2-3.1～3.4）

鋼製エンドタブの切除する部分　　※図示

スカラップの形状　　※鉄骨溶接基準図による　・

完全溶込み溶接部の超音波探傷試験　　※行う　　　・行わない

放射線透過試験　　　　　　　　　　　※行わない　・行う　

マクロ試験（エンドタブ使用）　　　　※行わない　・行う　

スタッド１１ 呼び名等

呼び名 呼び長さ（mm） 適用箇所

・16

・19

・22

錆止め塗装１２ 耐火被覆材の接着する面の塗装

（頭付きスタッド

　JIS B 1198）

　・行う（※JIS K 5622　・　　　　　　　　）　　※行わない

適用箇所　　※柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶込み溶接部

　　　　　　・図示（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※JISによる　・

　※（別2-1.1～1.3）による　　・

　※（別2-1.1～1.3）による　　・

　※（別2-1.1～1.3）による　　・

［8.12.9］

［8.14.7］

［8.14.7］

［8.14.11］

［8.14.11］

［8.14.11］

［8.16.3］

皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

SS400 受け梁設置
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399

400

401

402

403

404

405

406

407

408

409

410

411412

413

414

415

外灯

ＣＣ

支柱

〒

国旗掲揚台

自動販売機

変 電 所

Ｗ・ Ｃ
４．０５

４．２８

Ｅ

Ｅ

Ｅ

散水栓

外灯

ソーラー

雨

止

Ｅ

量

下

止

下

下

Ｔ

止

Ｅ

Ｅ

水
止

止

仕切弁

水

Ｅ

下

下

下

量

雨

下

下

Ｅ

止

Ｔ

Ｔ

下

制

下

４．１０

５．５３

５．２５

４．４５
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４．４５

４．１５

４．４３
４．５２

７．０１

４．５５

４．５１

４．３１

３．７８

３．９６

４．８８

４．７４

４．１４

４．６６

Ａｓ

Ａｓ

Ａｓ

Ｇ

Ｃｂ

ｇ

ｇ

Ａｓ

Ａｓ

ｇ

Ｃ

Ａｓ

Ｃ

ブ
ロ
ッ
ク

警
告

ッ
ク

３．７５

３．９３

３．７５

３．７０

３．８９

３．７３

３．７３

３．８１

３．６９

３．６３

３．８５

３．７６

３．６８

３．７８

３．６２

３．４２

Ｃ Ｃ

Ａｓ

６．９０

蛇口
止

３．３７

４．８７

止

止

Ｅ

Ｅ

Ａｓ

Ｃ

タイル

石碑

Ｔ

蛇口

蛇口

蛇口

休 憩 所

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明 不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

５

６

７

７

Ｔ１０７

Ｔ１１６

Ｔ１１７

国旗ポール
不明

水

不明

自動販売機

不明

水

BP1（

IP1

IP3

IP5

IP6

IP7

IP8

BP2

IP4

IP4

日　比　谷　濠

浄化施設

管理施設

管理事務所 保存協会

日　比　谷　濠

事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設　汚泥処理設備

縮

尺

図

番

No.

Total

A-3
11

全体配置図

：今回対象

設計概要

施工場所 東京都千代田区皇居外苑1-1

工事名称 環境庁　皇居外苑濠水浄化施設

建物用途 濠水処理設備上屋

工事種別 改修

地域地区 住居地域

防火指定 凖防火地域

建ぺい率 60％

容積率 300％

建築概要

棟区分 施設棟

階数 1

最高高さ 10.982 m

最高軒高さ

構造 鉄骨造

7.930 m

案内図

施工場所：東京都千代田区皇居外苑1-1

〔A3:1/400〕

1/200



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設　汚泥処理設備

縮

尺

図

番

No.

Total

A-4
11

平面図

〔A3:1/200〕

1/100



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設　汚泥処理設備

縮

尺

図

番

No.

Total
立面図

〔A3:1/200〕

1/100

A-5
11



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設

縮

尺

図

番

No.

Total

A-6
11

シャッター廻り詳細図（１）

〔A3:1/10,30〕

1/5,15



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設

縮

尺

図

番

No.

Total
シャッター廻り詳細図（３）

〔A3:1/30〕

1/15

A-8
12



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設

縮

尺

図

番

No.

Total
シャッター廻り詳細図（２）

〔A3:1/30〕

1/15

A-7
11



事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

図 名

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設

縮

尺

図

番

No.

Total

A-9
11

建具（AW5）改修図

〔A3:1/40〕

1/20



図 名

縮

尺

図

番

事業名 皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

調整年月日

計画主体

平成28年　月

環境省皇居外苑管理事務所

濠水浄化施設　汚泥処理設備 No.

Total ２電気設備特記仕様書

１

N.S

〔A3:N.S〕

平成　　年　　月（全　　　枚）

Ⅰ．工事概要

1．工事場所

2．建物概要

（（注）延べ面積は建築基準法による表記 ）

建　物　名　称

工建物別及び屋外 事 種 別

屋　外工　事　種　目

○ 電熱設備

○ 雷保護設備

○ 受変電設備

○ 電力貯蔵設備

○ 発電設備

○ 構内情報通信網設備

○ 構内交換設備

○ 映像・音響設備

○ 拡声設備

○ 誘導支援設備

○ テレビ共同受信設備

○ 監視カメラ設備

○

○

○

○ 駐車場管制設備

○ 防犯・入退室管理設備

○ 自動火災報知設備

○ 中央監視制御設備

○ 情報表示設備

○ 構内通信線路

○ テレビ電波障害防除設備

○

Ⅱ．工事仕様

1．共通仕様

2．特記仕様

特記仕様書

備　　考
延 べ 面 積 消防法施行令

別表第一の区分（ m ）
2

構　造 階　　　　数

3．工事種目（●印の付いたものが対象工事種目）

１）図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の下記仕様書等のうち、

　　●印の付いたものを適用する。

項目及び特記事項は、●印の付いたものを適用する。

○ 適用区分

環境への配慮

重要機器

屋上及び塔屋

重要機器一般機器 一般機器

設計用標準水平震度

設置場所

2.0

1.5

1.0

2.0

1.5

1.0

2.0

1.5

1.5

1.5

1.0

0.6

2.0

1.5

1.0

1.5

1.0

1.0

0.6

1.0

1.5

1.0

1.5

2.0

1.0

1.0

1.5

0.4

0.6

1.0

0.6

1.0

1.5

0.6

0.6

1.0

中間階

機器種別

機器

防振支持の機器

水槽類

機器

防振支持の機器

水槽類

機器

防振支持の機器

水槽類

○　特定の施設 ○　一般の施設

機材の品質等

電気工事士

○○ 足場その他

電源周波数

○ 耐震措置

○ 内部足場（ ○　　種　○　　種 ）　○ 外部足場（ ○　　種　○　　種 ）

上層階、

地下、1階

【備考】・上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、10～12階建の場合

　　　　　は3階、13階以上の場合は上層4階とする。

電動機出力（kW）

規約効率（％）

0.4

86.0

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5

95.5

22

95.5

30

95.5

37

95.5

45

95.5

電線本数、管路等

○ フラッシュプレート

金属管の塗装

○

天井仕上げ表示○

○ 発生材の処理等

○ 養生

○ はつり

工事写真

施工図等

インバータ装置の規約効率

　【備考】(1)規約効率は、JEM-TR 245 「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　　　　(2)規約効率は、JIS C 4212 「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

　　　　　　 IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

　　　　　機器製作図　　　　　　　　　　一式

　　　　　制御システム図　　　　　　　　一式

　　　　　試験成績書　　　　　　　　　　一式

　　　　　機器・配管固定の施工図　　　　一式

○

完成図等

施工調査

○ 仮設備工事

○

機器取付高さ

接地極

他工事との工事区分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

　　　　・中間階とは地階、1階を除く各階で上層階に該当しないもの

床上～中心

　 〃　　

鏡上端～中心

名　　　　称 測　　　点 取付高［mm］

150

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

2,100～2,300

2,000～2,500

床上～中心

〃

〃

〃

台上～中心

1,300

1,100　　〃　（多機能トイレ）

スイッチ

コンセント（一般）

 　 〃　　（和室）

　　〃　　（台上） 150～200

床上～中心 900

地上～中心

300

150

ブラケット（一般）

照

明

・

コ

ン

セ

ン

ト

　　〃　　（車椅子用）

引込開閉器（低圧）

300

〃

〃

1,500開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

地上～中心

地上～給油口

600

1,000

接地極埋設標

給油ボックス

1,500

1,300発信器（出退表示用）　

〃

〃

〃 1,300

（天井高）　　　×0.9

（天井高）　　　×0.9

親時計

アッテネータ

子時計､スピーカ

1,500（上端1,900以下）

情報表示盤、出退表示盤　

〃

〃

〃

〃

〃

900

1,800

1,300

外部受付用インターホン子機

呼出ボタン（多機能トイレ）

復帰ボタン（　　  〃　　 ）

廊下表示灯（　　  〃　　 ）

天井下～上端

2,000

床上～操作部

床上～中心

〃

〃

〃

1,500

800～1,500

800～1,500

800～1,500発信機

副受信機

警報ベル

火報受信機（複合盤）

機器収容箱

〃 2,100

液化石油ガス検知器

端子盤（EPS・電気室）

端子盤（一般室内）

インターホン

ベル、ブザー、チャイム

集合保安器箱

電話機

床上～中心

床上～下端

天井下～上端

〃

〃

200

200

1,300

1,300

2,300

2,300

テレビ機器収容箱

〃

床上～中心

〃

床上～中心

300

300

150

テレビ端子直列ユニット（一般）

　　　　　〃　　　　　（和室）

電

力

機

器

通

信

機

器

防

災

機

器

床上～中心 1,500（上端1,900以下）分電盤､OA盤、制御盤､実験盤

積算計器 地上～窓中心

1,800～2,200

1,800～2,000

表示灯（自火報用）

床上～上端

「標準図」による。

【備考】天井高3,000mm以上の場合及び上記取付高さでは機器の使用に支障がある場合は、監督

　　　　職員と協議する。

表－２　接地極一覧表

接地の種類

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

Ｓ・ＳＲＣ造はりの貫通部

ＲＣ造はりの貫通部

ＲＣ造床・壁の貫通部

床デッキプレートの貫通部

軽量鉄骨下地天井・壁の開口部

墨出し

穴埋め補修

小便器用節水装置の制御盤以降の配管配線

煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパに至る配管配線

別途自動制御盤と制御盤間の信号線の配管配線（接地共）

制御盤から別途自動制御盤への電源用配管配線（接地共）

機器付属の制御盤への電源供給及び信号線の配管配線（接地共）

別途機器付属の制御盤以降の配管配線（接地共）

別途機器等への接続（直接に接続するもの）

床天井点検口

防油堤

配線ピット及び蓋

機器の基礎

特記した基礎

架台、アンカーボルト

屋内設置

上記以外用

防火区画等貫通部 スリーブ

補強

スリーブ

補強

型枠

型枠

補強

補強

補強

スリーブ

補強・スリーブ

自動扉及び電動シャッターなどの制御装置に至る一次側電源配管配線

天井吊り形FCU及び全熱交換形換気扇と操作スイッチとの渡り配管配線（接地共）

電気設備工事 建築工事機械設備工事

表－３　他工事との工事区分表

開

口

部

・

貫

通

部

他工事との取合い

補強を要する切込み

補強を要しない切込み

屋上設置（架台、アンカーボルトを除く。）

屋外設置（架台、アンカーボルトを除く。）

既製間仕切壁の位置ボックス及びその取付け

自動閉鎖装置を取付ける防火戸の切込み、補強及びドアチェック、フロアヒンジ

軽量鉄骨のボックス取付け金具及びその取付け

切込み

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

記　　号

Ω以下

10Ω以下

　　Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

Ω以下

Ω以下

接地抵抗値 接　　地　　極

Ｌｔ

Ｄｔ

Ａｔ

Ｏ

ｔ

ＬＨ

Ｄ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ａ・Ｃ・Ｄ

Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ○ 共同接地

○ 共同接地

○ Ａ種

○ Ｂ種

○ Ｃ種

○ Ｄ種

○ 高圧避雷器用

○ 交換装置用

○ 通信用（10Ω）

○ 通信用（100Ω）

○ 測定用

○ 電話引込口の保安器

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=10, L=1,000 又は W=30, L=900 )×1

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=14, L=1,500 又は W=40, L=1,200 )×3連－　組

EB( D=10, L=1,000 又は W=30, L=900 )×1

EB( D=10, L=1,000 又は W=30, L=900 )×1

EB( D=10, L=1,500 又は W=30, L=1,200 )×1

２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書を適用する。

　　なお、機械設備工事の特記仕様書は（　　／　　）図、建築工事の特記仕様書は（　　／　　）図による。

○ 風圧力

　 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

　 風速（Vo=　　　　 　　　　　　　　）

　 地表面粗度区分（　　　　　　　　　）

○ 積雪荷重

　 建設省告示第1455号における区域　別表（　　　　　）

　 （１）「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく特定調達物品等に関す

　 （２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共

　 　　　に、次の①から④を満たすものとする。

　 （３）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」と

　 　　　は次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する

　 　　　材料を指す。ただし、設計図書に規定がない場合は、監督職員と協議する。

　 （１）本工事に使用する機材は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び

　 　　　性能を有するものとする。

○ 別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。

　 最大電力が500kW以上の場合においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

○ 本工事で設置する。

　 「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドライン

　 の別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置き

　 方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

　 設備機器の固定は、次に示す事項を除き、「建築設備耐震設計・施工指針　2005年版」（国土

　 交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修）による。

　 なお、施工に先立ち、耐震強度計算書を監督職員に提出し、承諾を受けるものとする。

　 （１）設計用水平地震力

　 　　　機器の重量［kgf］に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　 　　　なお、図面に記載のない場合の設計用標準水平震度は、次による。

　 　重要機器は次のものを示す。

　 　　○ 配電盤　○ 発電装置（防災用）  ○ 直流電源装置　　　　○ 交流無停電電源装置

　 　　○ 交換機　○ 自動火災報知受信機　○ 中央監視制御装置　　○　　　　　　　　　

　 （２）設計用鉛直地震力

　 　　　設計用水平地震力の1／2とし、水平地震力と同時に働くものとする。

　 分電盤、制御盤、端子盤等の2次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、管径等は、図面と相

　 違しても差し支えない。ただし、相違する場合は監督職員の承諾を受ける。

　 フラッシュプレートが図面に記載がない場合は、

　 下記の露出配管は塗装を行う。

　 三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

　 図面において、（　）書きの室名は直天井の室を示し、それ以外は二重天井の室を示す。

　 引渡しを要するもの以外は、構外に搬出し適切処理とし、搬出処理費は別途とする。

　 既存部分の養生は、「改修標準仕様書」第１編第１章による。

　 はつり工事は、事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告すること。

　 本工事で作成する施工図等のうち、次の原図及びその複写図（１部）を監督職員に提出する。

　 ただし、製作図等で原図として提出ができないものは、原図に代わるものとしてよい。

　 なお、施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲する。

○ 提出部数　（原図サイズ　　○ Ａ１　○ 　　　　　、複写図　　　　部）

　 ＣＡＤデータの提出（ ○ 要（　　部）　○ 不要 ）

　 要の場合、オリジナルファイルも提出する。

○ 既存完成図（ＣＡＤデータ）の修正を行う。

○ 保全に関する資料

○ 建築物等の利用に関する説明書

　 Ａ４ファイル綴じ　   部

　 Ａ４ファイル綴じ　   部

　 事前調査（ ○ 本工事　　　　○ 別途　　　　　　　　）

　 調査項目（ ○ 既存資料調査　○ 　　　　　　　　　　）

　 調査範囲（ ○ 図示　　　　　○ 　　　　　　　　　　）

　 調査方法（ ○ 図示　　　　　○ 　　　　　　　　　　）

　 仮電源    （ ○ 受変電    　　　　　　　　　            ）

　 　   　　 （ ○ 発電    　 　　　　　　　　　           ）

　 仮設備期間（ ○ 図示   　　　　　　　　　　             ）

4．指定部分　　　○ 無　　　○ 有（対象部分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 工事写真は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方　建築設備編」（編集：

　 （一社）公共建築協会、発行：（一財）地域開発研究所）によるほか、監督職員の指示による。

　壁付、壁掛形の機器等の標準取付高さは、図面に記載がない場合は下表による。

　　接地極が図面に記載がない場合は下表による。

表－１　機器標準取付高さ

　　他工事との工事区分が、図面に記載がない場合は下表による。

照明器具、幹線等のつりボルト用インサート

　 図面に記載がない場合は、表－１「機器標準取付高さ」による。

　 図面に記載がない場合は、表－２「接地極一覧表」による。

　 図面に記載がない場合は、表－３「他工事との工事区分表」による。

○ 金属製（ステンレス、新金属を含む。）　○ 樹脂製 とする。

　 　　　　① 品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

　 　　　　② 生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

　 　　　　③ 安定的な供給が可能であること。

　 　　　　④ 法令等で定めがある場合は、その許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　 　　　　⑤ 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　 　　　　⑥ 販売、保守等の営業体制が整えられていること。

　 　　　る判断の基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成25年２月閣議決定）」

　 　　　による。

　　 　　　　 ルデヒド発散建築材料以外の材料

　 　　　　① 建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムア

　 　　　　　 クルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、

　 　　　　　 断熱材、塗料、仕上塗材は、アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発

　 　　　　　 散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の

　 　　　　　 区分に応じた材料を使用する。

　 　　　　① 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティ

　 　　　　② 接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材

　 　　　　　 料を使用する。

　 　　　　③ 接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシ

　 　　　　④ ①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムア

　 　　　　　 材料を使用したものとする。

　 　　　　　 ルデヒド、アセドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない

　 　　　　　 ル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く。）が添加されていない材料を使用する。

　 　　　　② 建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　 　　　　③ 建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　 　　　　④ 建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　 （２）本工事に使用する機材のうち、外部機関（（一社）公共建築協会 他 ）が下記①～⑥の

　 　　　品質及び性能等を評価している機材は、その機関が発行する品質及び性能等が評価され

　 　　　いて評価された品質及び性能等の資料は、監督職員への提出を省略することができる。

　 　　　たことを示す書面の写しを、監督職員に提出し承諾を受けることにより、その機材につ

　○「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成28年版）」（以下「標準仕様書」という。）

　○「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成28年版）」（以下「改修標準仕様書」という。）

　○「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（平成28年版）」（以下「標準図」という。）
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